
















には, トランスナショナルな連邦主義運動, フランス, 西独, イタリア, ベルギー,
オランダ, イギリスといった多数のアクターが参入しており, それぞれの思惑につ
いて, 可能な限り一次史料に基づき多角的に検証する｡







は じ め に
欧州政治共同体 (European Political Community: EPC) は, 幾つもの
意味で忘れ去られた歴史である｡ EPCとは, 欧州防衛共同体 (European
Defense Community: EDC) に付随する形で 1952年に登場した, 領域を限














政経論叢 第 81巻第 1・2号
















いうその特色ゆえに, 取らざるを得ない視角である｡ とはいえ, EPCには
極めて多くのアクターが参入しており, その様相はさながら群像劇のようで
ある｡ EPCの内側だけ見ても, フランスと西独という西欧の中の大国の中
では見解が割れており, イタリアは 38条第二条を提案した張本人, オラン
ダはベイエン提案を行い, ベルギーは困難な位置にありながらも仲介的な役
割を果たそうとし, モネ (Jean Monnet) という巨大なリーダーシップが

















てはいけない｡ なぜなら, この 52年から 54年にかけての時期は, 西独の国
際秩序への復帰による戦後ヨーロッパ秩序の成立と農業統合構想の行き詰ま




















(Georges Bidault) の外相就任と共に削がれ, フランスの欧州政策が変更
されたことを明らかにし (Bossuat, 1993), キュスタースは, 西独が EPC
を国際舞台復帰への有用な道具として利用しようとしていたと論じ
(Kusters, 1993), ドゥムランはベルギー首相のファン・ゼーラント (Paul
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van Zeeland) の統合への消極的な姿勢が EPC交渉の失敗を招いた要因で
あると強調し (Dumoulin, 1993), ハリファンらはオランダが世界大の国際
通商秩序のなかに EPCを位置づけながら経済統合案を構想したことを指摘
した (Harryvan et al., 1993)｡ 一次史料に基づくこれらの研究が EPCの解
明に大きな貢献を行ったことは間違いがない｡





























か, という点にある｡ 先に触れた拙稿でみたように, プール・ヴェール交渉
が大きく展開しつつも同時に袋小路に陥る 1953年の時期に, EPCは本格化
し, そしてプール・ヴェールの終焉を外堀から埋めたベイエン構想は, まさ
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1950年 10月に西ドイツ再軍備問題を受けてフランス首相プレヴァン (Rene
Pleven) が提唱したヨーロッパ軍構想から端を発した, 朝鮮戦争の勃発に
伴うソ連の脅威認識の激化に基づく西独再軍備の要請と, そして同年 5月 9
日のシューマン・プランの発表から始まったヨーロッパ統合の進展の要請と
いう二つの方向性を同時に解決するためにモネによって考え出された, 防衛











近隣国, 特にフランスからの激烈な反対を受けた｡ 軍事統合という, それ自
体極めて野心的な目標と, 西独再軍備という時代的に見て国論を二分する問
題に触れた EDCは, その実現にむけて多くの困難を抱えていたが, 1952年
5月に ECSC参加国の六カ国による条約調印にまでこぎつけた｡ しかし提唱
国フランスの国内批准をめぐり仏議会は紛糾し, 最終的に 1954年 8月 30日
の国民議会において, ｢モンスター｣ と揶揄された EDC条約は, 否決され
るに至る (遠藤編, 2009: 2858)｡ EPCをめぐる物語は, その僅かな間に起
こった｡
EDC条約草案を議論していた 1951年 12月 11日の六カ国外相会議におい




家的な政治的組織が必要であると訴えた (遠藤編, 2009: 26870)｡ フラン
スのシューマン (Robert Schuman：シューマン宣言時には外相だったが
この時には首相) は, このデ・ガスペリの言明に賛同し, 翌年 6月には欧州
政治機関の設立を閣議決定するまでに至る｡ そして上述の通り, 52年 5月









このように, 直接的には EDCの落胤として登場する EPC構想であるが,
｢政治共同体 (Communaute politique)｣ もしくは ｢政治機関 (Autorite
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である｡ 中でも, 一貫してヨーロッパ統合の政治統合に情熱を燃やし, 実際
にデ・ガスペリにアイディアを伝えたのがイタリアの連邦主義者のスピネッ
リ (Altiero Spinelli) だった｡
スピネッリは, 戦後に乱立した欧州連邦主義運動のなかでも, 最も純粋な
連邦構築を求めた ｢欧州連邦主義者連盟 (Union des Federalistes euro-
peennes: UEF, 1946年設立)｣ の創設者のひとりで, 精力的な活動家として
知られていた(5)｡ UEFは 1949年 10月の大会において欧州審議会内で連邦
設立協約を審議する請願書を採択しているが(6), これと時を同じくして, ス
ピネッリは一つの憲法を頂くヨーロッパ連邦の構築を現実にするための運動
を開始し (Preda, 2003: 346), 翌 1950年 11月にストラスブールで開催され
た UEF大会において, 連邦的同盟協約を協議するヨーロッパ総会の設立を
訴えた(7)｡ これは ｢ヨーロッパ連邦｣ のための憲法草案を作成することを意
味し (Spinelli, 1989: 63), スピネッリは自らその草案を作成に動き, 51年 4
月 1820日にイタリアのルガーノで開催された UEF大会において承認され
た (Preda, 2003: 3647)｡ その後もUEFは, 独仏伊ベルギーの代議士にヨー
ロッパ憲法の採択にむけて働き掛け, イタリアの親欧派議員によって, UEF
草案を基礎として政府がヨーロッパ連邦構築にむけてイニシアティブを取る
ことがイタリア議会において議決された (Pistone, 2008: 63)｡ このような
経緯の中で, スピネッリは 7 月にはデ・ガスペリに憲法草案を送付する
｢幻のヨーロッパ｣？
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(Preda, 2003: 347)｡ そしてデ・ガスペリは 51年 12月の外相会談において
EDC条約の中に政治共同体の設置規定を置くことを提案したのである｡
この 1951年イタリアのイニシアティブが発揮された背景として, ピストー





ことが新しい農業統合の構想を生んだが (川嶋, 2011), EPC構想も同様に,
当初期待された欧州審議会が政治的経済的共同体として機能しなかったため
に, 新しい統合のアリーナ創出が模索されていた｡ だからこそ, スピネッリ
経由でのデ・ガスペリの提案は, 新しい統合の形態を志向するものとしてす
んなりと受け入れられたのである｡





が EDCから生まれ, そしてその EDCがドイツ再軍備と直結する米欧間の
安全保障秩序の根本に触れる問題であった以上, EPCもまた, 国際政治の
ダイナミズムから無縁ではなかったのである｡
他方で, EPC構想の登場には, もう一つの文脈が存在する｡ すなわち,
このような連邦主義者の系譜に加え, EDCの議論の中で醸成されていった,
EDCを運営するためには統括的な政治的機関が必要であるという認識であ
る｡ これは, シューマンが 51年 9月 14日のワシントンでの英米仏外相会談
後に, ｢共通の外交政策を目的としたシューマン・プランとヨーロッパ軍を
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政治機構の構築が必要であると訴え, 11月 15日にパリで開催された EDC
関連会議で, シューマンが ｢欧州政治機関｣ の必要性について触れ, EDC
における共通議会・資源の必要性を演説する(10)｡ シューマンの政治統合推
進の総仕上げは, 同年 12月 10日に開かれた欧州審議会総会における EDC
に関する共通議会・資源の必要を訴える演説だった(11)｡ このシューマン演









とはいえ, 1951年から 52年にかけてのこのような EPCに向けた政治統













同年 12月 10日には UEFに所属していたドゥフェリス (Pierre de Felice)
が, シューマン・プランの六カ国と欧州審議会が協働して政治連邦機関
(Autorite politique federale) の規約案を策定することを総会 (諮問議会：
Assemblee consultative) において提案した (Rifflet, 1958: 15)｡ これは,
六カ国の枠組みに距離を置くイギリスを政治統合の広い枠組みの中に包摂し
ようとする試みでもあった｡ しかし, この提案には当のイギリス選出議員を




ただし, 石炭鉄鋼共同体の方も 1951年 4月に調印されているが, 発効に
はまだ時間がかかる模様であった｡ 実際に ECSCが業務を開始するのは翌
52年 8月のことである｡ すなわち, この 51年 12月という時点では, ヨー
ロッパ統合の大きな枠組みが石炭鉄鋼共同体の六カ国にあるのか, それとも
欧州審議会の 15カ国にあるのかという問題は, それほど自明なものではな
く, なにより, その両者は明確に異なるものでもなかった｡ 両者の関係は,
相互にアクターが乗り入れ同じ議題を話し合っているという点で, 境界のはっ
きりしない, 重なりあうものだったのである｡
しかし 1952年 3月 19日に, 欧州審議会閣僚委員会においてイギリスの外
相イーデン (Anthony Eden) が提案した欧州審議会改革案は, このよう
な境界の曖昧な六カ国のヨーロッパと 15カ国のヨーロッパを二つに明確に
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究 (細谷, 2005: 102134) があるのでここでは詳細は繰り返さないが, 51
年 12月のデ・ガスペリの提案とシューマンの受諾, 52年 2月のイーデン・







































を 5月 30日に採択した(14)｡ シューマンは ECSC枠組み内での政治共同体の
設立に向けて, 矢継ぎ早に動く｡ 6月後半に仏政府は, 超国家的な政治機構
の設立にむけて, 設立作業を ECSC議会に委ね, そのために ECSC議会の
権限拡大に賛成することを閣議決定した(15)｡ 政治共同体の設立に, 当初考
えていた欧州審議会ではなく ECSCをその枠組みとしたのは, イーデン・
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された｡ これは EDC条約の発効を待つことなく, 欧州政治共同体の設立を









大きな枠組みを ECSCが担うのか, 欧州審議会が担うのか, それともこれ
から新しく設立されるヨーロッパ組織が担うのかは, 我々が今後世から振り
返って感じるほどには, 固まった議論ではなかったのである｡ モネの側近の














この仏伊共同提案が六カ国で合意されたのが, 有名な 1952年 9月 10日の
ECSC六カ国外相会談において採択された決議, いわゆるルクセンブルク決
議であった｡ 同決議によって, 政治共同体の権限, 統合に必要な措置, 共同





この委員会は ｢憲法委員会 Comite constitutionnel/Constitutional Com-
mittee｣ の名称がつけられた｡ 後に西独外相となるフォン・ブレンターノ
(Heinrich von Brentano) を委員長とする憲法委員会は, 9月以降集中的
に協議を重ね, 翌 53年 1月 6日に設立条約草案をまとめるに至った｡ これ
は, 最初の ｢ヨーロッパ憲法｣ の草案だったのである｡ つまり EPC設立の
議論は, 一つの政治体を形成するための憲法を制定しなければならないとい
う考えに強くひきずられていた｡ EPC設立のために ｢憲法委員会｣ が発足
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る憲法委員会の議題全般に関する ｢事前議会作業部会｣ を組織し, 全体的な
問題を討議した｡ 52年 10月 67日に開かれた憲法委員会の全体会議におい
て, 一旦事前議会作業部会は解散し, 三つのワーキンググループを設立する
ことが合意された｡ これは, 権限配分, 制度, 他の国際組織との連携の三つ
であった｡ この三つのワーキンググループがそれぞれ報告書を作成し, その
報告書を全体会議 (session pleniere) で議論して一つの設立条約草案とし
てまとめていくのである｡ なお, この憲法委員会のメンバーには, ベルギー
のドゥウース (Frenand Dehousse：制度WG議長)(22), オランダのファン
デル・フース・ファン・ナーテルス (Marius van der Goes van Naters)
またフランスのテトジャン (Pierre-Henri Teitgen) といった親統合派の政
治家が多数加わっているが, 後に第五共和制最初の首相を務めることになる





た｡ しかしそれは, 憲法委員会が EPCの政治過程の出発点に位置していた
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表 1 EPC権限に関する基本的対立軸













下院 (Chambre des peoples) は統合された共同体の人民すべてを代表す
るものとされ, これに対して上院 (Senat) は各加盟国の国民を代表するも
のという原則について合意された｡
議論は, 先に述べたように, この下院の構成方法を, 加盟国の平等性を重
視して, 各国の代表を全て同数 (パリテ) とするか, それとも人口に比例し
た代議士数を割り当てるかという点をめぐって起こった｡ また執行権につい
ては, どのような組織が担うかという点について, これも政府間交渉以降も
解決されない争点となった｡ 具体的には, 執行組織を, 加盟国政府から独立
した超国家的組織が担うか, それとも政府からの代表者によって構成された
組織 (理事会) によって担うか, と言う争いだった｡ これは, EPCにおけ
る超国家性の程度に関わる重要問題であった｡ しかし, ここではこの加盟国
政府代表によって構成される ｢ナショナルな閣僚理事会 (Conseil des
Ministres nationaux：以下, 単に閣僚理事会と略記)｣ の存在とその位置
づけが, EPC交渉の根深い問題で有り続けたことを指摘しておきたい｡
そもそも EPCはどのような共同体か｡ 憲法委員会は常にこの問いを発し











と (すなわち EPCが新しい政策分野に乗り出すこと) には, 閣僚理事会に
おける全会一致による賛成が必要とされたからである(26)｡
この ｢権限の制限的解釈｣ が意味することは, EPCによって樹立される
ものは, 根本的に連邦国家ではないことを意味していた｡ なぜなら EPCは,
確かに統合された軍隊を備えたヨーロッパ連邦を民主主義的にコントロール
するための権限と財源とそれを可能とする超国家的な組織を身につけていた






なる｡ この憲法委員会においては, 細心の注意を払いながら, 連邦 (Fede-
ration) も国家連合 (Confederation) も用語として用いることを慎重に避
けていた(27)｡ しかし, 用いられる用語はどうであれ, 統治構造の意味づけ
において, すでに EPCが簡単な連邦主義でもなければ政府間協議の場にも
どちらにもならないことは, 読み取ることができるまでになっていた｡
この点を鋭く察知したのは, ほかならぬモネだった｡ モネは, 提出された
憲法委員会の報告書を読むや否や, 閣僚理事会の権限が EPCを根本的に規
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定することに猛反発し, 憲法草案の修正をアドホック議会の本会議の場で行
うことをアドホック議会メンバーのスパーク (Paul-Henri Spaak) に強く
求めたのである(28)｡ このモネの根回しが功を奏したのか, 53年 3月に開か
れたアドホック議会総会において, 権限拡大が閣僚理事会による全会一致に
よる賛成を必要とすることと, 閣僚理事会の位置づけについてこれが執行権














秩序構築のための策略でもあった (Massigli, 1978: 3357)｡ ｢ヨーロッパ連
邦｣ を大陸西欧諸国によって設立することとイギリスをヨーロッパ秩序構築
の周辺に追いやることは, モネの中で不可分につながっていた｡ EPC構想
誕生のすべてをモネに帰することはできないが, 3月 11日に成立した EPC







しかし 1953年において, 二重の意味で, EPCは当初の想定を超えた展開
を遂げる｡ 第一に, EPC草案を各政府が協議する際, 恐らくモネや連邦主
義者達の想定以上に, EPC草案に対して現実的な裏付けの確保と詳細な制
度設計が行われるようになったことである｡ とりわけ EPCに否定的な態度
で検討にあたったのは, 他ならぬフランスだった｡ フランスは実は 52年か
ら 53年にかけて, 対ヨーロッパに関して, 対蹠的な方針転換を行う｡ この






ラントととりわけオランダ外相ベイエン (Johan Willem Beyen) だった｡
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ベルギーのヨーロッパ政策
ベルギーは, 首都ブリュッセルに EU本部があること, またアドホック議
会議長にして 54年以降は外相を務め, 後にはローマ条約交渉に至る統合の













ルギーが統合 (取り分け初期) に寄与したか, という点を重視した研究であ
る｡ 確かに, 政権交代に伴いスパークが外相に就任した 1954年 4月以降,
ベルギーが統合に対して非常に重要な役割を発揮したのは事実である｡ しか














(Coolsaet, 2002: 6768)｡ このような事態は, 冷戦の勃発の後にアメリカ依
存へと反転することになるが(29), 政治的な対独警戒心は根強く, シューマ
ン・プランの発表に対して, ベルギーは経済的なメリットを感じつつも, 当









でベルギー国内では反対意見が強く (Coolsaet, 2002: 114), その意味で,
ベルギーはシューマン・プラン以降, Reluctant Europeans (乗り気のし
ないヨーロッパ人) だったのである｡
ベルギーの ｢欧州検討委員会｣
そのベルギーは, EDC条約 38条から EPC構想が登場したのを受け, 極
めて迅速に政治統合に向けた検討委員会を立ち上げていた｡ この委員会は,
1952年 1月に既に設立を対外的に表明していたが, 実際に人選が完了して
政経論叢 第 81巻第 1・2号
110 ( 110 )
委員会が設立されたのは 52年 6月下旬のことだった(31)｡ 検討委員会の構成
員は, 与野党の主要政治家のみならず, 学界, 労働組合, 銀行の人員を含む,






的とされた｡ 委員会の全体議長はコルニル (Leon Cornil：破棄院検事総長),
全体報告書のラポルトゥールとしてドゥ・ラ・ヴァレプサン (Etienne de
la Vallee Poussin：以降ヴァレ)(32) が就任した｡ 6月 26日の最初の会議が




る｡ 第一委員会 (第一セクション) は ｢総論｣ を担当し, 具体的には共同体
のメンバーシップや機能について考察する｡ 第二委員会 (第二セクション)
は ｢権限｣ を担当し, 設立される共同体がどのような権能を持つのか, 共同
体を構成する各組織が具体的にどのような権限を担うのかという点を議論す
る｡ 第三委員会 (第三セクション) は ｢制度｣ を担当し, 共同体組織の具体
的な設計を議論する｡ 第四委員会 (第四セクション) は ｢行政機構｣ を担当
し, 共同体を機能させる行政組織について議論する｡ 各委員会には議長と報
告書作成の責任者となるラポルトゥールが決められた｡ 第一セクションは議
長がデ・スクライフェル (August De Schrijver), ラポルトゥールが後に
アドホック議会憲法委員会に参加するドゥウース, 第二セクションはそれぞ
れジヨン (Robert Gillon), カミュ (Louis Camu) およびヘイマン (Henri
｢幻のヨーロッパ｣？
111( 111 )
Heyman：下院副議長), 第三セクションがロラン (Henri Rolin), ヴィニ
(Pierre Wigny) であった(33)｡
このような分担作業を行いながら進められたベルギーのヨーロッパ問題検



















僚理事会, その両者の併存, という三つをまず考えたが, ヴァレはこのうち
一番の方式を適切だと考えたのである｡ この考えは, その後 ｢二重忠誠
double allegeance｣ と呼ばれた｡ すなわち, ナショナルな閣僚理事会の構
成員は, 出身国の議会に対して責任を負うのと同時に, 理事会そのものが共
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として, EPCの成立を以って ｢ヨーロッパ連邦｣ の誕生と見なすような立
場に対し明確に反対した｡ その上で, EPCの権能は, 条約に列挙されたも
のだけに限定しかつ時限的なものであることが主張された｡ EPCの具体的
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ては, 設立される共同体が単に ECSCと EDCを覆う組織でなく, 少なくと
も経済領域に乗り出すこと, 下院はヨーロッパ全体の市民を代表し, 上院は
加盟国がその平等性を保ちながら代表すること, 下院については選出法とし
て普通選挙であること (単純な直接選挙制を支持せず) が主張された｡ とは
いえ, 委員会の議論で大きな対立点となった執行機関については, 加盟国を
代表, ヨーロッパ代表, その混合という三つのパターンを並列する形でおわっ
ていた｡ 他方で, 制度に関して報告書で強調されるのは, 共同体を円滑に機
能するためには加盟国との協働が必要であるという主張である(45)｡ 報告書
では, 共同体が連邦か国家連合かということについての断定的な見解は掲載
されていない｡ それよりも, どのような形態であり, そこに参加する国家の
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ベイエン構想の登場
他方で, EPCを経済統合の追求の場にした張本人こそオランダ外相のベ
イエンだった｡ 彼が 52年 12月に提起し, その後 53年の 2月と 5月の二度
の修正版において提案されたのが, EPCにおいて経済統合を実現するため
の関税同盟および共同市場構想だった｡ なぜベイエンが共同市場構想を提出






の EPC検討委員会は 52年 7月には設置されており, そこで経済領域を中
心とした検討が行われていた｡ 助言委員会という名称のこの委員会は, 外務
省・経済省・法務省といった関係省庁の局長級の官僚によって構成され
た(50)｡ しかるに同年 9月 2日, 労働党・キリ民連立政権である第二次ドレー
ス (Willem Drees) 内閣が発足したが, この労働党とキリ民の人民党間の





た｡ 戦間期にフィリップス重役, ロッテルダム銀行総裁, 国際決済銀行総裁
(193739), ユニリーバ社長 (1940) を歴任した後, ドイツのオランダ侵攻





も二回ある｡ 第一には, 自由フランスの機関誌 ｢自由フランス｣ の第一号に,
戦後欧州経済の再建に関して国際的信用貸付制度を整備するために欧州大の





nink, 2005: 230)｡ 特に後者においてベイエンは, 地域的経済協力において,
利害調整のために各国の主権が一定程度制限されることは当然という態度を







が, 当時外務省経済局局長だったファン・デル・ブーゲル (Ernst van der
Beugel) だった｡ ファン・デル・ブーゲルは, 10月 5日にまとめた覚書の
なかで, 助言委員会の議論が, 憲法委員会で進む政治制度議論に対して, 経
済領域の議論の充実と, 共同体的な通商政策 (関税同盟, 市場の統合) の実
現したうえで政治機構を設立することを議論していることを記している(54)｡
EPC に経済統合の波を入れ, 関税同盟を設立しようとするベイエン構
想は, 11 月から 12 月にかけて, 助言委員会でより集中的に審議された
(Harryvan, 2009)｡ 助言委員会では, 実はベイエンの関税同盟論に対して
他省庁から反対意見も出された｡ しかも, 首相のドレース自身, 六カ国での
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だった｡ マンスホルトは, 既にオランダは統合に乗り出しており, いまさら
その道を引き返せないのだ, と主張した｡ ドレースは, 関税同盟の設立はオ
ランダの EPC参加の最低かつ絶対条件であり, それが達成できない場合は




こうして, 52年 12月 11日, ベイエンは六カ国外相に EPC交渉において
経済統合の実現を議事日程に入れることを訴える覚書を提出した (遠藤編,
2009: 27881)｡ 経済統合にむけた覚書の具体的な提案としては, 関税障
壁の撤廃による関税同盟の実現, 関連措置の検討, 例外条項の整備, の





とはいえ, ベイエン構想は, 経済統合が必要と言いつつ, 実際の所, 最初
の 52年 12月に他国に提示された第一案はまだ十分に練り切られたものでは
なかった｡ 第一案においては ｢共同市場｣ という用語も文中で使われず, 具
体的措置の提案に乏しい, あくまで域内関税の撤廃を主張するものに留まっ




















( 1 ) 実際, 日本において最も先駆的な EPCに関する研究は, 黒神の制度的分析
だが, そこに込められた EPCの規範的意味は, 書籍の題名に端的に現れてい
る (黒神, 1981年)｡
( 2 ) グリフィスがミルワードと連名で発表した論文は EPCに関する最初の実証
論文の一つであるが, 分析の大半はオランダの政策について当てられ, EPC
における他の主要なアクターと当時における統合史そのものへの位置づけにつ
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